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JICAによる
低炭素社会実現に向けての取組み

2010年6月11日

海外環境協力センター（OECC）
設立20周年記念シンポジウム

独立行政法人国際協力機構（JICA）
地球環境部次長 森 尚樹
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JICAによる低炭素社会に寄与するプロジェクト（一部）

分野 エネルギー分野 運輸分野 廃棄物分野 森林分野

低炭素社会に貢献する
サブセクター

再生可能
エネルギー

発電・
送電効率化

省エネ 公共交通
システム

廃棄物削減、
準好気性埋立、
メタン回収

森林保全

マスタープラン策定 ナイジェリ
ア： 太陽エ
ネルギー利用
M/P調査

トルコ：
ピーク対応型
電源最適化計
画調査

サウジアラビ
ア： サウジ
アラビア国電
力省エネル
ギーM/P調査

エジプト：
全国総合運輸
計画調査

フィリピン：
ボラカイ島地
域固形廃棄物
管理M/P調査

ベトナム：
造林計画策定
能力開発

法制度・組織強化・
人材育成等技術協力

キルギス：
バイオガス技
術普及支援計
画

ザンビア：
地方電化能力
開発プロジェ
クト

スリランカ：
省エネルギー
普及促進プロ
ジェクト

ブラジル：
第三国研修
「都市内軌道
系交通輸送
コース」プロ
ジェクト

ベトナム：
ハノイ市３Ｒ
イニシアティ
ブ活性化支援
プロジェクト

ベトナム：
AR-CDM促進
のための能力
向上

無償資金協力 世界20カ国以
上： 太陽光
を活用したク
リーンエネル
ギー導入計画

--- --- ---

バングラデ
シュ： ダッ
カ市廃棄物管
理低炭素化転
換計画

ラオス：
森林資源情報
センター整備
計画

有償資金協力 エジプト：
ザファナーラ
風力発電事業

エジプト：
上エジプト給
電システム改
善事業

インド：
中小零細企
業・省エネ支
援事業

チュニジア：
首都圏通勤線
電化事業

インドネシ
ア： マミナ
サタ広域都市
圏廃棄物管理
事業

インド：
森林管理能力
強化・人材育
成事業

海外投融資 --- --- --- --- --- ---
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ＪＩＣＡによる包括的支援アプローチ
（省エネ対策を事例として）

組織・体制
づくりの支援

■省エネ法
■省エネ管理制度
■省エネ診断制度
■省エネ・ラベリング
■省エネ・ビジネス
モデル、など

省エネマスタープラン策定支援

法制度づくりの
支援

省エネ技術の
向上支援

啓蒙活動・
環境教育支援

事業者／企業による
省エネ実施支援

■各事業者／企業の省エネ
診断、採用技術等にかか
る指導

■各事業者／企業の省エネ
投資のための資金調達
支援
（省エネ特別融資）
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省エネマスタープラン
調査（技術協力）
・エネルギー管理士
制度、ラベリング制
度などの提言、日本
の料金制度の紹介

・省エネ支援ファイナ
ンススキームの提言

・省エネルギーセン
ターの能力開発提言

・省エネ教育・啓発活
動の提言

省エネルギー・再生可能
エネルギー促進事業
（円借款：46.8億円）
・ベトナム開発銀行を通じ
た企業向け省エネ設備の
ための融資
・企業向け省エネコンサ
ルティングの促進

ベトナム ＪＩＣＡ省エネ協力包括的アプローチ

気候変動対策支援プログラム・ローン

（円借款：100億円）
・省エネ法制定等を含む気候変動対策の政策・
制度改善を条件とした財政支援

ベトナム開発銀行
能力強化支援

（技術協力）
・ベトナム開発銀行
の融資審査能力強
化支援

政策・制度
整備

資金調達

能力強化
人材育成

意識向上

省エネセンター能力強化
（技術協力検討中）
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１．気候変動対策支援プログラム（SP-RCC）とは？

ベトナム政府が策定した「気候変動対策に係る国家目標プログラム」の具体的施策の実施を支
援するため、ベトナム政府との政策対話により政策アクションを形成し、同アクションの実施状況を
評価して財政支援を行うことで、ベトナムの気候変動対策関連政策の推進を図るもの。

日 本 ベトナム

政策アクションの設定

SP-RCC1に係る政策アクションの実
施

SP-RCC1に係る政策アクション実施
状況の評価

「気候変動対策に係る国家目標プログラム」策
定

SP-RCC1

政策アクションの見直し（要すれば）

SP-RCC2に係る政策アクションの実
施SP-RCC1に係る政策アクション実施

状況の評価

SP-RCC2

SP-RCC2に対する円借款供与 SP-RCC3 ※検討の流れはSP-RCC2に同じ

ベトナムにおける気候変動対策関連施策の進展

※3期に分けての支援を予定

今後3年間における気候変動対策の
具体施策の特定を支援

2

2010年春

2011年春

2010年秋

2008年12月

2009年春

SP-RCC1に対する円借款供与 Ź予定

2009年11月
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分野横断的
課題への対応

適応能力強化

３．SP-RCCの政策アクション①

緩 和

１）エネルギー （再生可能エネルギー・省エネルギー）

２）運輸・建設

３）森林・土地利用・農業

４）廃棄物処理

５）CDM（クリーン開発メカニズム）

６）水

７）総合沿岸管理（漁業含む）

８）防災

９）森林・生物多様性・農業

１０）運輸・建設

１１）保健

１２）気候変動状況の監視、分析、評価

１３）財政メカニズム

１４）開発計画における気候変動対策の主流化

１５）意識向上及び人材育成

緩和、適応能力強化、分野横断的課題への対応の３つの柱を基に政策アクションを設定

6

ベトナム側１０省35局
が関与
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３．SP-RCCの政策アクション②

緩 和１）エネルギー

２）運輸・建設

５）CDM（クリーン開発メカニズム）

緩和に係る政策アクションの概要

●再生可能エネルギー開発計画の策定 （2009年11月達成）

●再生可能エネルギー利用促進のための優遇施策の導入 （2010年6月達成見込み）

●省エネ法の策定 （2009年8月達成）

●省エネ優遇施策の導入 （2011年達成見込み）

●公共バスでの新エネルギー利用促進等のためのマスタープラン承認 （2010年達成見込み）

●自動車・二輪車への排ガス規制 （2011年達成見込み）

●植林計画の見直し （2009年9月達成）

●違法伐採に係る取締りの強化 （2010年10月達成見込み）

●持続可能な森林管理計画の策定 （2010年達成見込み）

３）森林・土地利用・農業

●3R（Reduce、Reuse、Recycle）活動促進を含む廃棄物統合管理戦略の策定 （2009年達成）

●3R活動と適切な廃棄物処理技術の導入促進 （2011年まで継続実施）

４）廃棄物処理

●CDM推進上の課題に係る分析の実施 （2010年6月達成見込み）

●ODA資金によるCDM事業に係る資金メカニズムの改訂 （2010年6月達成見込み）

2013年
森林被覆率41%が目標
（2009年時点；39%）

2025年までに、都市廃棄物の85%を収集し、
その35%をリサイクルすることが目標

日本の排出権獲得機会の
拡大に貢献

1次エネルギーに占める

再生可能エネルギーの割合
増加（2008年；2.7%）

2015年までに5～8%の省エネ達成が目標

7

分野横断的
課題への対応

適応能力強化

緩 和
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３．SP-RCCの政策アクション③
適応能力強化、分野横断的課題への対応に係る政策アクションの概要

６）水

７）総合沿岸管理（漁業含む）

８）防災

９）森林・生物多様性・農業

１０）運輸・建設

１１）保健

●河川流域管理委員会設置ガイドラインの作成 （2010年達成見込み）

●水資源法の改定 （2011年達成見込み）

●気候変動を考慮した海洋資源及び環境法の策定 （2011年達成見込み）

●コミュニティレベルでの防災計画の枠組みの策定 （2009年7月達成）

●堤防設置計画の策定 （2010年達成見込み）

●農作物の安定供給及び食料の確保を目的とした研究の実施 （2010年達成見込み）

●生物多様性保護法実施細則の策定 （2010年達成見込み）

●気候変動に対応した技術基準の策定 （2011年達成見込み）

●災害時における医療ガイドラインの策定 （2009年達成）

１２）気候変動状況の監視、分析、評価

１３）財政メカニズム

●海面上昇シナリオ報告書の改定 （2010年達成見込み）

●環境税導入法の策定 （2010年達成見込み）

１４）開発計画における気候変動対策の主流化

１５）意識向上及び人材育成

●次期国家開発戦略・計画にて気候変動対策を重要施策に位置付け （2010年達成見込み）

●気候変動問題を含むパイロット教育プログラムの開始 （2011年達成見込み）
8

分野横断的
課題への対応

緩 和

分野横断的
課題への対応

緩 和

適応能力強化

適応能力強化
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５. SP-RCCの実施体制①

<モニタリング・スケジュール（予定）>

トップ：天然資源環境省副大臣
総括１名（局長クラス）
副総括１名（次長クラス）
その他サポートスタッフ

天然資源環境省内
SP-RCC管理ユニット

【本部】
チームリーダー、セクター担当者

【事務所】

サブリーダー、セクター担当者、
JICA長期専門家（関係省庁派遣）

【総括アドバイザー】我が国環境省
派遣ＪＩＣＡ長期専門家（天然資源環
境省派遣政策アドバイザー）

JICA

＜役割＞
・政策アクションのフォローアップ
・政策対話開催のアレンジ
・プログラムの進捗報告

議長：首相
副議長：天然資源環境相、

計画投資相、財務相
その他：農業農村開発相、外務相

運営委員会

執行委員会

副議長：計画投資省副大臣、
財務省副大臣

議長:天然資源環境相

報告

関係省
関係庁関係省

その他関係省参加

他援助機関・ＮＧＯ等

政策対話

＜役割＞
・プログラムのモニタリングと監督
・関係省庁との連携の円滑化

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

第１回
政策対話

ドナー会合

第２回
第３回
（審査）

2010年（第2次ｻｲｸﾙ）・2011年（第3次ｻｲｸﾙ）

1月 2月 3月

調整

報
告

ベトナム 日 本

日本政府

指
導

10

ベトナム側主要全省庁参加、新ＪＩＣＡの総合力を発揮する体制
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５. SP-RCCの実施体制②

JICA主導で他援助機関・NGOも巻き込んだ政策対話の場を設定、開催

＜第1次サイクル（2009年）の実績＞
Å政策対話: 2週間 x 4回（4月、6月、9月、10月）。各省庁にて開催。

毎回当該分野に関心を有する他援助機関・NGOも招待。
Åドナー会合: JICAベトナム事務所にて8月に３日間（1.5時間×15セクター）開催。

計20以上の援助機関・NGOが参加。

ベトナム側省庁
（天然資源環境省）

JICA

ベトナム側省庁
（財務省）

ベトナム側省庁
（計画投資省）

AFD

UNDP

Denmark

Donor

é

é

NGO

NGO

NGO

2009年9月第2回政策対話の光景。
省エネ分野の施策についてのJICA職員
による概略説明後、質問するAFD職員と
それに答えるベトナム商工省職員。

政策対話の様子
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ベトナム側省庁
（商工省）

ベトナム側省庁
（農業農村開発省）
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JICA第三国研修

情報共有・経験普及

B国 X都市

C国 Y都市

D国 Z都市

★セミナー
★スタディ・ツアー
★専門家派遣
★研修

JICA

A国 T都市

技術・資金協力

☆計画策定・法制度づくり
☆能力強化・人材育成
☆
☆パイロットの全国展開

一部費用負担


